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 平成 30 年度事業計画基本方針 

 

少子高齢・人口減少社会の到来、自然災害リスクの増大、都市インフラの老朽

化など、今日のまちづくりを取り巻く状況は大きく変化している。このため、地

域の特性や魅力、置かれている環境を十分に踏まえた安全・安心・快適な都市づ

くりが今まで以上に強く求められている。 

こうした中、公社はこれまで培ってきたまちづくりのノウハウの活用や一層の

技術力向上に加え、新たな発想や創意工夫により、魅力的な東京の発展に貢献し

なければならない。 

平成 30 年度は、都民及び関係自治体からの信頼を高めつつ、公社に託された

期待に応え、公益目的事業（市街地整備事業・都市環境整備事業・都市づくり支

援事業）及び収益事業（地域支援事業）を着実に推進するための事業計画を策定

する。 

 

１ 共通 

「中長期経営ビジョン」（平成 26 年 12 月策定）に掲げた中長期経営目標を

踏まえた上で、目標策定後の以下の状況の変化 

①損益の悪化 

②事業規模の減少 

③関係自治体のニーズの変化 

にも十分に対応した計画とする。 

 

２ 公益目的事業 

都民が安全・安心・快適に暮らせる首都東京の都市づくりを実現するため、

以下の事業を行う。 

（１）市街地整備事業 

土地区画整理事業は、地域社会の健全な発展及び活力ある地域社会の実現

に寄与することを目的に、道路などの都市基盤と安全で災害に強く良好な住

環境を備えた市街地を計画的に整備する。 

都市機能更新事業は、道路ネットワークの早期完成及び都市防災機能の向

上を図ることを目的に、道路用地の取得等を行うほか、東京都が推進する「木

密地域不燃化 10 年プロジェクト」の事業を実施する。 
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（２）都市環境整備事業 

下水道事業は、都市の健全な発達及び生活環境の向上を目的に、下水道整

備の推進や浸水対策、耐震化及び長寿命化に関する施設整備のほか、下水道

施設の維持管理を行う。 

資源リサイクル事業は、都内公共工事における建設発生土を、再資源化プ

ラント施設等の運営により改良する等、再利用促進を図る。 

 

（３）都市づくり支援事業 

質の高いまちづくりの推進を目的とした「まちづくり支援事業」、環境負

荷の少ない都市づくりの推進を目的とした「生活環境向上事業」、緑豊かな

住環境の創出を目的とした「緑化事業」、防災都市づくりの推進を目的とし

た「防災・災害対策事業」において、技術支援、助成、調査研究及び普及啓

発等を行う。特に調査研究においては、市街地整備事業や都市環境整備事業

から得た専門的知見を活用するとともに、まちづくりを担う提案力を持った

人材を育成し、地域まちづくりの推進、首都東京の都市づくりのさらなる発

展に活かしていく。 

 

３ 収益事業（地域支援事業） 

地域の健全な発展を図り、地域住民が安心して住み続けられるまちづくりを

実現するため、以下の２事業を行う。 

地域開発事業は、まちづくりの促進や健全な市街地への誘導を目的として、

用地買収及び用地処分等を行う。 

地域活性化事業は、土地・建物貸付や取得した土地において地域拠点施設整

備を推進する。 

これらの事業の実施により、総合的なまちづくりを促進するとともに、公益

目的事業を安定的に実施するための原資を確保する。 

 

４ 公社用地処分計画 

計画的な土地利用及び健全で安全な市街地の実現を目的として、平成 30 年

度の公社用地処分計画を定める。 
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Ⅰ.公益目的事業 

１.市街地整備事業 

（１）土地区画整理事業（受託） 

単位：千円 

事業費総額 

内   訳 

工事費 調査設計費 事業管理費 

10,344,895 8,427,771 484,386 1,432,738 

 

 

事業目標 事業内容 

土 地 区 画

整 理 事 業

の 着 実 な

執行 

多摩地区における公共団体施行土地区画整理事業の計画業務

（事業計画作成等）、換地業務（換地設計等）、補償業務（建物移

転協議等）、工事業務（道路築造工事等の設計、施工等）、調査設

計業務（測量、調査等）を受託し執行する。 

平成 30 年度は、八王子市、日野市、羽村市、瑞穂町、稲城市、

小金井市、武蔵村山市及び町田市から受託した施行中 15 地区及び

開発調査地区等３地区の事業を着実に実施する。 

（１）施行地区・・・宇津木地区等 15 地区 

（２）開発調査地区等・・・鶴川駅南地区等３地区 
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(施行地区) 単位：千円

委 託 者 名 地 区 名
受託面積

(ha)
工 事 費

（ 移 転 補 償 費 含 む）
調 査 設 計 費 合 計

宇 津 木 55.0 516,635 33,000 549,635

中 野 中 央 18.4 253,414 16,000 269,414

中 野 西 54.6 229,549 4,000 233,549

小 計 128.0 999,598 53,000 1,052,598

豊 田 南 87.1 511,714 33,268 544,982

万 願 寺 第 二 46.4 302,717 19,186 321,903

東 町 34.5 177,399 60,656 238,055

西 平 山 91.4 1,328,238 47,769 1,376,007

小 計 259.4 2,320,068 160,879 2,480,947

羽 村 市 羽 村 駅 西 口 42.4 1,031,302 111,489 1,142,791

瑞 穂 町 箱 根 ケ 崎 駅 西 27.4 1,146,392 54,103 1,200,495

稲 城 榎 戸 25.3 324,315 15,797 340,112

稲 城 矢 野 口 駅 周 辺 16.8 172,148 3,130 175,278

稲城稲城長沼駅周辺 10.6 245,940 2,461 248,401

稲 城 南 多 摩 駅 周 辺 12.2 288,652 10,245 298,897

小 計 64.9 1,031,055 31,633 1,062,688

小 金 井 市 東 小 金 井 駅 北 口 11.0 808,061 22,680 830,741

武 蔵 村 山 市 武 蔵 村 山 都 市 核 30.9 1,048,253 36,714 1,084,967

564.0 8,384,729 470,498 8,855,227

町 田 市 鶴 川 駅 南 2.5 - 6,416 6,416

八 王 子 市 北西部幹線道路９工区 5.9 - 7,472 7,472

小 金 井 市
東 小 金 井 駅 北 口

関 連 整 備 ※ - 43,042 - 43,042

8.4 43,042 13,888 56,930

572.4 8,427,771 484,386 8,912,157

八 王 子 市

土 地 区 画 整 理 事 業 概 要

※東小金井駅北口関連整備は排水管布設工事費

(開発調査地区等)　

計

合計

日 野 市

稲 城 市

計
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（２）都市機能更新事業（受託） 

単位：千円 

事業費総額 
内     訳 

買収借上費 調査費 工事費 事業管理費 

5,664,293 4,286,441 125,297 533,601 718,954 

                           

事業目標 事業内容 

木 密 不 燃

化 事 業 の

着 実 な 執

行 

東京都が推進する木密地域不燃化 10 年プロジェクトに参画し、

特定整備路線及び不燃化特区における事業を受託し執行する。 

平成 30 年度の特定整備路線については、都市計画道路補助第 46

号線（目黒区原町・洗足地区）等に関する用地取得業務や相談窓口

業務を着実に実施する。 

不燃化特区については、共同化や戸別建替え、防災生活道路の整

備等の業務を着実に実施する。 

道 路 用 地

取 得 等 の

着 実 な 執

行 

 地方公共団体における都市施設の用地取得等を受託し執行する。 

平成 30 年度は､東京都より受託した都市計画道路補助第 83 号線

（北区十条地区）等の道路用地取得業務を着実に実施する。 
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単位：千円

事 業 委 託 者 名 地 区 名 等 事 業 内 容 買 収 借 上 費 調 査 費 工 事 費 合 計

東京都市計画道路補助第46号線
目黒区原町・洗足地区

用地取得業務 2,285,895    5,000        21,834       2,312,729    

東京都市計画道路補助第46号線
目黒区原町・洗足地区

相談窓口運営等 -            -            -            -            

東京都市計画道路補助第86号線
北区志茂地区

用地取得業務 1,309,930    13,200       29,692       1,352,822    

東京都市計画道路補助第86号線
北区志茂地区

相談窓口運営等 -            -            -            -            

東京都市計画道路補助第73号線
北区十条地区

相談窓口運営等 -            -            -            -            

十条駅周辺地区 相談窓口運営等 -            13,320       -            13,320       

十条駅西地区
地区幹線道路・主要生活道路第1号線・2号線

用地取得業務 -            -            -            -            

十条駅東地区
主要生活道路第2号線・3号線

用地取得業務 -            -            -            -            

十条駅東地区
主要生活道路第5号線

用地取得業務 -            -            -            -            

目 黒 区 原町・洗足地区、目黒本町地区 建替え促進 -            3,046        -            3,046        

羽田二・三・六丁目地区 建替え促進 -            810          -            810          

羽田地区　重点整備路線3路線 用地取得業務 -            -            -            -            

東中延一・二丁目及び中延二・三丁目地区 不燃化検討等 -            -            -            -            

旗の台四丁目及び中延五丁目地区 不燃化検討等 -            -            -            -            

東京都市計画道路補助第46号線
目黒区目黒本町地区

用地取得業務 16,405       - - 16,405       

東京都市計画道路補助第83号線
北区十条地区第Ⅰ期

用地取得業務 21,688       - 1,426        23,114       

東京都市計画道路補助第83号線
北区十条地区第Ⅱ期

用地取得業務 652,523      7,664        6,489        666,676      

都市計画道路用地（優先整備路線）の先行取得 用地取得業務 - 12,248       2,484        14,732       

都市計画公園・緑地用地の先行取得 用地取得業務 - 4,794        4,978        9,772        

連続立体交差事業 測量 - 48,319       - 48,319       

北 区 道路測量 測量 - 10,002       - 10,002       

福 生 市
福生都市計画道路3・4・7号

富士見通り線
用地取得業務 - 600          6,520        7,120        

国 分 寺 市
国分寺都市計画道路3・4・12号

国分寺駅上水線
用地取得業務 - 1,080        5,184        6,264        

武蔵村山市
立川都市計画道路3・4・39号

武蔵砂川駅榎線
事業認可

取得業務等
- 5,214        -            5,214        

目 黒 区
東京都市計画道路補助第127号線

目黒区自由が丘地区
用地取得業務 - -            -            -            

調布主要市道32号及び33号 舗装改良 - -            191,482      191,482      

調布主要市道12号 舗装改良 - -            125,280      125,280      

府 中 市 朝日町スタジアム通り 舗装改良 - -            138,232      138,232      

その他 板 橋 区 上板橋再開発地区 相談窓口運営等 - -            -            -            

4,286,441  125,297    533,601    4,945,339  

道路用地
取得等

東 京 都

調 布 市

合 計

都 市 機 能 更 新 事 業 概 要

木密不燃化

東 京 都

北 区

大 田 区

品 川 区
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２.都市環境整備事業 

（１）下水道事業（受託） 

単位：千円 

事業費総額 

内   訳 

工事費 維持管理費 事業管理費 

6,664,733 4,955,634 762,364 946,735 

 

事業目標 事業内容 

下 水 道 整

備 に よ る

都 市 環 境

の向上 

下水道施設の整備・改築に関して、計画策定から設計、工事に

至る一連の業務として、汚水管の整備、雨水管の整備、耐震化、

長寿命化、ストックマネジメント等の事業を受託し執行する。ま

た、維持管理業務や下水道台帳システム更新業務を受託し執行す

る。 

平成 30 年度は、青梅市、檜原村の汚水管の整備工事、町田市、

清瀬市の雨水幹線工事、八王子市、府中市、小平市の長寿命化工

事等、全 27 都市町村から事業を受託し、着実に実施する。 
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単位：千円

委 託 者 名 事 業 内 容
延 長
(m)

工 事 費 維 持 管 理 費 合 計

八 王 子 市 汚水整備・長寿命化・改築更新・維持管理 259      164,155     301,792     465,947     

青 梅 市 汚水整備・長寿命化・台帳システム 2,062    425,224     - 425,224     

町 田 市 汚水/雨水整備・長寿命化 331      492,500     - 492,500     

羽 村 市 雨水整備・台帳システム 182 15,867      - 15,867      

日 野 市 汚水/雨水整備・長寿命化 1,774    334,065     - 334,065     

立 川 市 台帳システム - 7,467       - 7,467       

武 蔵 野 市 雨水整備 - 10,800      - 10,800      

三 鷹 市 改築更新 - 362,780     - 362,780     

府 中 市 長寿命化・耐震化・台帳システム・維持管理 - 264,277     163,931     428,208     

昭 島 市 雨水整備・長寿命化・耐震化・台帳システム 170 317,804     - 317,804     

小 金 井 市 台帳システム - 1,864       - 1,864       

小 平 市 長寿命化・台帳システム - 182,794     - 182,794     

東 村 山 市 汚水/雨水整備・耐震化・台帳システム・維持管理 913      465,111     72,115      537,226     

国 分 寺 市 ストックマネジメント・耐震化・維持管理 - 55,649      10,800      66,449      

国 立 市 ストックマネジメント・耐震化・台帳システム - 105,582     - 105,582     

狛 江 市 長寿命化・耐震化 - 343,640     - 343,640     

清 瀬 市 雨水整備・ストックマネジメント・台帳システム 234      546,419     - 546,419     

東久留米市 ストックマネジメント・台帳システム・維持管理 - 60,946      - 60,946      

武蔵村山市 雨水整備・ストックマネジメント・台帳システム - 30,194      - 30,194      

多 摩 市 雨水整備 - 37,000      - 37,000      

稲 城 市 汚水/雨水整備・台帳システム 1,968    164,603     - 164,603     

あきる野市 汚水整備・台帳システム・維持管理 760      145,644     69,900      215,544     

西 東 京 市 台帳システム - 4,329       - 4,329       

瑞 穂 町 汚水整備・耐震化・維持管理 1,400    179,147     107,776     286,923     

日 の 出 町 耐震化・台帳システム・維持管理 - 21,610      36,050      57,660      

檜 原 村 汚水整備 1,480    195,734     - 195,734     

東 京 都 台帳システム - 20,429      - 20,429      

11,532 4,955,634 762,364   5,717,998 合               計

下 水 道 事 業 概 要
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（２）資源リサイクル事業（受託・自主）  

 

ア 東京都建設発生土再利用センター運営管理事業（受託）  

単位：千円  

事業費総額 

内   訳 

運営管理 

委託費 
工事費 都納付金 事業管理費 

2,379,883 1,951,519 186,626 131,513 110,225 

  

事業目標 事業内容 

建 設 発 生

土 の リ サ

イ ク ル 推

進 

 東京都建設発生土再利用センターの運営管理事業を東京都から

受託し執行する。 

主に区部の公共工事から発生する建設発生土を受け入れ、土質

改良プラントで改良土に生成し、公共工事の埋戻し材料に利用す

ること等により、建設発生土の再資源化を促進する。 

＜取扱土量（予定）＞ 発生土持込：50.0 万㎥ 

改良土持出：38.0 万㎥ 

           普通土持出：12.0 万㎥ 
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イ 多摩地区建設発生土再利用事業（自主） 

単位：千円 

事業費総額 

内   訳 

運営管理委託費 事業管理費 

404,477 365,901 38,576 

 

事業目標 事業内容 

建 設 発 生

土 の リ サ

イ ク ル 推

進 

 主に多摩地区の公共工事から発生する建設発生土を受け入れ、

土質改良プラントで改良土に生成し、公共工事の埋戻し材料に利

用すること等により、建設発生土の再資源化を促進する。 

また、夜間受入地として設置した昭島分所を活用し、公共工事

のニーズにより的確に対応することで、建設発生土の再資源化と

事業者の利便性向上を図る。 

＜取扱土量（予定）＞ 発生土持込：11.0 万㎥ 

改良土持出： 4.2 万㎥ 

           普通土持出： 1.0 万㎥ 
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３.都市づくり支援事業 

単位：千円 

事業費総額 

内     訳 

まちづくり 

支援事業費 

生活環境 

向上事業費 
緑化事業費 

防災・災害 

対策事業費 
事業管理費 

218,347 94,325 1,040 17,560 11,520 93,902 

 

（１）まちづくり支援事業（自主）：94,325 千円 

事業目標 事業内容 

ま ち づ く

り 活 動 に

対 す る 支

援 

○まちづくり活動等に対する支援・助成 40,800 千円 

 地域住民が行うまちづくり勉強会等の自発的な活動を支援す

る。 

○調査研究 47,880 千円 

  これからのまちづくりに対応していくため、まちづくりの課題

や地域特性に応じたまちづくりについて手法・プランを検討する

とともに、まちづくりを担う提案力を持った人材育成を目的とし

て、首都大学東京と共同研究を行う。 

また、散逸する恐れのある都市計画資料を収集、整理するとと

もに、所蔵資料のデジタル化を進め、都市計画に関する専門図書

等を所蔵する「まちづくり資料室」の充実を図る。 

○普及啓発 5,645 千円 

 都民や自治体職員等を対象に、「都市づくりフォーラム」を開催

し、まちづくりに関する事例をタイムリーに情報発信していく。 

また、まちづくり教育の一環として小学生を対象とした「まち

づくり見学会」を実施するなど、多様な手段でまちづくりに関す

る啓発活動を行う。 
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（２）生活環境向上事業（自主）：1,040 千円 

事業目標 事業内容 

下 水 道 等

生 活 環 境

向 上 に 対

す る 技 術

支援 

○技術支援 200 千円 

下水道への理解を深めることを目的として設置した情報ライブ

ラリー「下水道の森」を活用し、ＷＥＢ上で公社がこれまでに培

ってきた技術や幅広い資料について都民や下水道実務者に向けた

情報発信を行う。 

○普及啓発 840 千円 

 河川の水質改善や浸水対策等、生活環境の向上に貢献する事業

や技術について理解を深めることを目的に、都民を対象とした施

設見学会等を実施する。また、自治体等が主催する各種イベント

に参加し、生活環境の向上に関する啓発活動を行う。 
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（３）緑化事業（自主）：17,560 千円 

事業目標 事業内容 

都 市 緑 化

の促進 

○緑化に係る助成 2,160 千円 

 公社が受託施行中の土地区画整理事業地区や不燃化特区におい

て、地域住民が行う接道部の緑化に係る経費の一部を助成し、緑

豊かなまちづくりを推進する。  

○苗木育成供給 10,700 千円 

公社用地を活用して東京に伝わる江戸園芸植物を育成し、都民

に供給することにより、日本の伝統的な園芸の継承に寄与しつつ、

特色ある緑化と緑の普及啓発を推進する。 

○ふれあい花畑づくり 2,880 千円 

 公社用地を一時活用し、地域住民に花と緑の地域景観の創出や

ガーデニング機会の提供を行う。また、地域住民の自主的な花畑

づくりに対して、専門家の派遣や園芸資材の提供を行う。 

○普及啓発等 1,820 千円  

 自治体等が主催するイベントに参加し、緑化に関する啓発活動

を行う。  

 

 

（４）防災・災害対策事業（自主）：11,520 千円 

事業目標 事業内容 

災 害 支 援

体 制 の 構

築 

○防災・災害対策に係る支援・助成 5,000 千円 

 地域住民が防災・災害対策として行う防災関連施設等の整備に

係る費用の一部を助成する。 

○技術支援 6,520 千円 

首都直下地震等の災害発生に備え、多摩地区市町村が下水道の

早期復旧を図ることが可能となるよう、下水道台帳を保管し、必

要な時に提供するバックアップ体制を整える。 

また、木密地域等において、都民を対象とした地域密着型相談

会等を開催し、災害に強いまちづくりに寄与する。 
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Ⅱ.収益事業 

地域支援事業 

単位：千円 

事業費総額 

内     訳 

造成諸費等 開発調整費 
建物運営 

管理事業費 

貸付建物 

減価償却費 
事業管理費 

2,281,487 223,261 25,000 1,054,189 705,026 274,011 

   ※開発事業に係る支出：323,000 千円（資産となるため事業費に含まず） 

 

（１）地域開発事業（自主）  造成諸費等：223,261 千円 

開発調整費： 25,000 千円 

事業目標           事業内容 

健 全 な 市

街 地 へ の

誘導 

良好な住宅地の形成を図るため、用地処分を行う。 

また、都市計画道路の整備に伴う沿道まちづくりの一環として、

豊島区東池袋地区で周辺住民と協力して建物共同化を推進し、地

域の防災性向上を図る。 
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（２）地域活性化事業（自主） 建物運営管理事業費：1,054,189 千円 

                貸付建物減価償却費：  705,026 千円 

事業目標 事業内容 

地 域 活 性

化の促進 

 ＪＲ青梅線河辺駅北口の河辺タウンビルをはじめとする建物貸

付を行う。また、幹線道路沿い等の公社用地で事業用定期借地権

を活用した土地貸付を行う。 

 

 

 ＜土地・建物等貸付事業計画＞ 

平成 30 年度における土地・建物等貸付は、下記の計画に基づき実施するも

のとする。 

 

区市名 地 区 名 
貸付用途及び 

貸付箇所 

貸付予定金額 

 （百万円） 

八 王 子 市 椚  田  他 1 0 地 区 

建物貸付 

 

事業用定期借地貸付 

 

駐車場貸付 

 

一時貸付他 

2,718 

日 野 市 神 明 上  他 ３ 地 区 

青 梅 市 青梅東部新町 他３地区 

町 田 市 忠生（第一・第二工区） 

羽 村 市 小 作 台  他 １ 地 区 

あ き る 野 市 西 秋 留 駅 北 口 

稲 城 市 稲城南多摩駅周辺 他１地区 

多 摩 市 和  田 

小 金 井 市 東 小 金 井 駅 北 口 

豊 島 区 東 池 袋 
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Ⅲ.公社用地処分計画 

 

平成 30 年度における公社用地処分は、下記の計画に基づき実施するものとする。 

 

区市町名 地区名 
処分予定面積 

（㎡） 

処分予定価額 

（百万円） 
利用目的 

八 王 子 市 椚  田  他 ７ 地 区 

13,100 600 

工業用地 

 

住宅用地 

 

商業用地 

 

公共用地 

日 野 市 神 明 上  他 ６ 地 区 

青 梅 市 青梅東部新町 他３地区 

町 田 市 忠生 （ 第 一 ・ 第 二 工 区 ） 

羽 村 市 小 作 台  他 １ 地 区 

瑞 穂 町 箱 根 ケ 崎 駅 西 地 区 

あきる野市 西 秋 留 駅 北 口 

稲 城 市 稲城南多摩駅周辺 他３地区 

小 金 井 市 東 小 金 井 駅 北 口 

豊 島 区 東 池 袋 
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Ⅳ.公社の機関等 

 

･････

･････

･････

･････

･････

公社の財務諸表を監査し、会計監査報告を

監 事

会 計 監 査 人

理 事 会

理 事 長

業務執行理事

作成する。

２.執行機関

３.監査機関

公社を代表し、業務を統括、執行する。

理事長を補佐し、担当の業務を執行する。

理事の職務の執行を監査し、監査報告を

作成する。

１.監督機関 評 議 員 会 定款第17条に定められた事項について

決議する。

定款第37条に定められた職務を行う。

･････



－ 18 － 

Ⅴ.組織 

総 務 課

総 務 部 人 事 課

企 画 経 理 課

事 業 課
区画整理部

技 術 課

八王子区画整理事務所

多摩東部区画整理事務所

多摩西部区画整理事務所

日野区画整理事務所

事 業 課

工 務 課
下 水 道 部

設 計 課

再資源利用課

八王子下水道事務所

東多摩下水道事務所

西多摩下水道事務所

南多摩下水道事務所

発生土再利用センター管理事務所

事 業 管 理 課

事業推進部 公 益 事 業 課

道 路 用 地 課

第一防災まちづくり事務所

第二防災まちづくり事務所

監
事

職員数 289名

平成３０年４月１日予定

評
議
員
会

理
事
会

理
事
長

理
事

会
計
監
査
人

 


